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食品衛生レビュー№31●大手ファミリーレストランで赤痢菌食中毒発生に関して

　飲食店営業者の皆様は、８月末の大手ファミリーレストランが原因とする赤痢菌食中毒発生の報道に驚き、原因は何か、対策はどうすべきかと思いながら、行政の発表、報道を注意深く見ていることと思います。そこで、現在把握している発端、食中毒の概要、その影響、対策をまとめました。

先ず、発端（宮城県の発表）

8月31日、宮城県が「大手ファミリーＳレストラングループＧの宮城県内にある食材センターから食材を配送した飲食店で赤痢菌食中毒が発生し、同センターを原因として営業停止処分とした」と発表。

事件の概要

5県（宮城県、福島県、山形県、青森県、神奈川県）で31名の、Ｇ店利用者の赤痢菌感染の確認がされている。感染者は8月18日から23日にかけて、東北4県（宮城県、福島県、山形県、青森県）のＧ店で食事をしていた。4県のＧ店への食材は宮城県にある食材センターから配送されていた。9月13日現在、原因食品が特定されたとの行政発表、報道は見あたらない。

発生原因

宮城県が9月1日に食材センターに立入検査をしているが、食材の残品が無かったようで、難航している。各自治体による感染者の摂食状況調査で、原因食品が推定できるかも知れない。

なお、8月31日の読売新聞夕刊では〔同社によると、原因となった食材は同工場で製造した「浅漬け」の可能性があり、和定食などに使われていたという。〕と報じている。
宮城県が「浅漬け」を原因食品と特定しない理由は、保存品が無かったのと、各店での二次汚染を疑っているためと思われる。また、120店へ配送しているのですから、「浅漬け」が単一の汚染源としたら、一度の製造量が多いと思われ、もっと多くの店で発生する可能性が考えられる。

「浅漬け」の可能性は

赤痢菌は熱に弱く、各店で加熱せずに提供される「浅漬け」「生野菜」の可能性は考えられる。

個人的な考えであるが、新聞報道で「浅漬けの可能性」が書かれているが、本来の「浅漬け」は発酵食品であり、施設内の細菌（乳酸菌）が多くなるので食材センターで製造される可能性は少ないと考える。しかし以前、腸管出血性大腸菌Ｏ157の事件の際、「浅漬け」が原因食品とされたが、この「浅漬け」は、塩蔵品を塩抜きしてから裁断し、調味液とともに袋詰めされたものであった。これは本来の「浅漬け」ではないが、このように発酵過程を伴わない「浅漬け」なら、センターで製造した可能性は考えられる。

　事件の影響

　宮城県内の食材センターだけでなく、センターから配送していた東北、北海道の120店舗が、8月末から休業しており。9月16日営業再開との新聞報道がある。売上げが1日1店舗30万円としたら、120店で、総額で約6億円の減収となる。そして、再開後も事故前の売上げに戻るまでに時間を要すると考えられ、全国に他店への影響も出ているものと考えられる。

　対策

　原因食品が特定されていない現在、決定的な対策は見あたらない。食材センター及び各店の洗浄・殺菌を実施したが、納入業者の調査指導も重要である。

　もちろん、「浅漬け」が原因食品とされたなら、野菜の洗浄工程の再点検が必要である。

　

原因食品が特定されない原因として、保存食（検食）が無なかったことが大きな要因と考えられます。しかし、このような施設で原材料、製造・調理品の全てを保管するのには大変大きい冷凍庫が必要となります。また、原材料、製造・調理品の全ての細瑾検査をするとなれば大変多くの検査員が必要となります。

	食品衛生法の検食（保存食）

集団給食、仕出し弁当、宿泊施設において、原材料（泥付きならそのまま）、調理品を、各々50ｇ（各ビニール袋に詰め相互汚染しないようにする）、14日間、－20℃で冷凍保存。


　今回の食中毒では、8月18日の利用者が発症しているので、食材センターでの調理・加工は8月17日以前となります。宮城県の立入検査が9月1日ですので、保存食があったとしても、立入検査の際には処分されていたことになります。

　結果的に、このような施設の盲点をついた事件だったと思います。

　飲食店を全国展開する企業において食材センターは、必要な施設です。盲点をついた事件であっても、食中毒発生すれば莫大な損失となるので、発生を無くすには品質管理部門が重要です。今回のセンターは十分に機能していたと考えますが、私の経験では、一部の食品製造業等において衛生管理が不十分なところが見られ、品質管理担当者の増員、意識の向上、出荷停止などができる大きな権限が必要と考えられました。

　おわりに、品質管理（出荷時の管理）から消費者に少しの不安を与えないように品質保証部門にする必要があると考えます。（電気製品で、大手企業の製品であっ事故は起こらないと思っても、保証書があれば安心します）。このためには、経営者、管理部門の理解が大変重要と考えます。（笈川和男）

